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ＥＭＧマーケティング（東京再雇用拒否）不当労働行為再審査事件

（平成28年(不再)第15号）命令書交付について

中央労働委員会第三部会（部会長 畠山 稔）は、令和５年２月６日、標記事件に関する

命令書を関係当事者に交付しましたので、お知らせします。

命令の概要は、次のとおりです。

【命令のポイント】

～会社が組合の組合員Ａ１及びＡ２を再雇用しなかったことは、同人らが再雇用基準を

満たしていなかったからであり、不当労働行為に該当しないとした事案～

会社が組合の組合員Ａ１及びＡ２を再雇用しなかったことは、同人らが会社の定年退

職者再雇用制度の再雇用基準を満たしていないとして行ったのであって、同人らが組合

の組合員であることないし組合活動を行ったことを理由とするものではなく、不当労働

行為に該当しない。

Ⅰ 当事者

（「 」）（ ）、再審査申立人：スタンダード・ヴァキューム石油自主労働組合 組合 岐阜県美濃市

組合員２９名（令和４年１０月現在）

再審査被申立人：ＥＮＥＯＳ株式会社（ＥＭＧマーケティング合同会社承継人 （ 会社 ））「 」

（東京都千代田区 、従業員約9,000名（令和３年４月現在））

Ⅱ 事案の概要

１ 本件は、会社が、組合の組合員Ａ１及びＡ２が会社を定年退職したところ、会社の定

年退職者再雇用制度の再雇用基準を満たしていないとして両名を再雇用しなかったこと

が不当労働行為であるとして、申立てがあった事案である。

、 、 、 、２ 初審東京都労委は 組合の救済申立てを棄却したところ 組合は これを不服として

再審査を申し立てた。

Ⅲ 命令の概要

１ 主文

本件再審査申立てを棄却する。
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２ 判断の要旨

⑴ 組合員Ａ１及びＡ２の評価対象期間の業績評価の妥当性について

ア 組合員Ａ１

①担当していた業務は、いずれも定型的な業務であり、その業務量も他の専門職

従業員と比較して少なかったこと、②新たな業務やプロジェクト業務を任されるこ

とはなかったこと、③専門職が評価期間中の業績等を記載して直属の上司に提出す

る書面について、内容を記載して提出することを拒んでいたことから、上司が当該

書面を全て記載して提出したこと等の事実に照らすと、会社が所定の手続として行

った順位付け及び評価は、組合員Ａ１の勤務状況及び評価を受ける態度を反映した

ものということができるのであって、業務を遂行するに当たって、大きなトラブル

やミスはなかったことを考慮しても、会社が平成１８年ないし同２０年の各年にお

ける組合員Ａ１の業績評価をいずれも標準を下回る３．５の評価区分としたことは

妥当でないとはいえず、会社の裁量の範囲を逸脱した業績評価ではなかったという

べきである。

イ 組合員Ａ２

①業務量は他の従業員と比べて著しく少なく、また、無断欠勤をすることがあっ

たこと、②書類の転送が滞ったり、請求書の転送が遅れて取引先からクレームを受

けたりしたことがあったこと、③欠勤している間に他の従業員が代わりに転送した

文書について確認をしていなかったこと、④業務量を増やすことについて組合を通

して話をしてほしいという態度を取っていたこと、⑤上司に対し、廃棄してはいけ

ない文書を廃棄してよい旨回答したこと等の事実に照らすと、会社が所定の手続と

して行った評価は、組合員Ａ２の勤務状況を反映したものということができるので

あって、タイの政情不安による空港封鎖により、現地事務所において混乱が生じな

いように手配をしたりしたことがあったことを考慮しても、会社が平成１９年ない

し同２１年の各年における業績評価をいずれも標準を下回るＣの評価区分としたこ

とは妥当でないとはいえず、会社の裁量の範囲を逸脱した業績評価ではなかったと

いうべきである。

⑵ 不当労働行為意思の有無について

組合と会社との間の従前の労使関係についてみると、結成直後からチェック・オフ

をめぐる争いがあり、その後も、争議行為時における組合員の懲戒解雇等の多くの争

いがあり、本件再審査結審時においても、組合又はその下部組織が当事者となってい

る再審査申立事件は本件を含め１４件が当委員会に係属中である。

しかし、従前の労使関係及び組合員Ａ１及びＡ２の組合役員歴を考慮しても、上記

⑴のとおり、同人らの評価が妥当でないとはいえず、不当労働行為意思をうかがわせ

る事情もないから、会社が、同人らが組合の組合員であることないし組合活動を行っ

たことを理由として低い評価をしたものということはできない。

⑶ まとめ

以上のとおり、会社が組合員Ａ１及びＡ２を再雇用しなかったことは、同人らが会

社の定年退職者再雇用制度の再雇用基準を満たしていないとして行ったのであって、

同人らが組合の組合員であることないし組合活動を行ったことを理由とするものでは

なく、労働組合法第７条第１号の不当労働行為に該当しない。

【参考】

初審救済申立日 平成23年３月30日（東京都労委平成23年（不）第31号）

初審命令交付日 平成28年３月28日

再 審 査 申 立 日 平成28年４月５日


